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1. はじめに 

2015 年 9 月の国連サミットにて，持続可能な開発目標

（SDGs）が採択されて以降，持続可能でより良い社会の実

現に向けた取り組みが世界全体で推進されている。特に建

設業は他の産業の生産活動に比べて，膨大な資源を消費し，

大量の廃棄物を生み出しており，その果たすべき役割は大

きいと考えられる。現在，建設汚泥は焼成処理や溶融処理

して固化，粒状にすることによって埋め戻しや裏込め材な

どの土質材料として再利用されているものの，その種類の

多様性や統一的な評価基準が無いこと等によって再資源

化率が低い値にとどまっている。 

建設業界では SDGs のあらゆる局面に関与しており，特

に SDGs 番号 12 に設定されている“つくる責任つかう責

任”の項目について，環境負荷抑制のために，建設現場で

発生するアスファルト，コンクリート塊等の建設資源を再

資源化しようという取り組みが活発になってきている。

2018 年度に行われた建設副産物実態調査結果（表-1参照）
1)によると，どの建設副産物においても概ね目標値をクリ

アしているが，建設発生土については唯一目標値をクリア

しておらず，建設発生土の有効な利用法に関する議論は未

だ途上である。 

本研究では，建設発生土をリサイクルすることを目標と

し，社会が容易にリサイクルすることができるマネジメン

トシステムを確立することを目的としている。マネジメン

トシステムの確立に当たって，本研究では中和剤添加量に

着目した。その理由として，現在までに建設発生土に用い

られる中和剤は数多く開発されているが，中和剤の適切な

添加量に関しての研究は行われておらず，経験則で添加量

を決定し，中和処理を行ってきたため，添加量不足による

中和不良や，添加過多による土壌汚染が問題視されている

ことが挙げられる。そのため，中和剤添加量を導くことが

できる理論式を導出することを本研究の目的とする。具体

的には，中和剤添加量の理論式を導出し，その算出結果と

実試験結果を比較することで，整合性を検討した。 

 

2. 中和に必要な中和剤添加量の理論式の導出 

本研究では，中和に必要な中和剤添加量の理論式におい

て，式(1)に示す一般的な中和滴定の関係式から導出する。 

𝑛௔𝑣௔ ൌ 𝑛௕𝑣௕      (1) 

ここで，𝑛௔は酸の物質量 (mol)，𝑣௔は酸の価数，𝑛௕は塩基

の物質量 (mol)，および𝑣௕は塩基の価数である。 

続いて，理論式の導出において以下の仮定をする。 

(1) 建設発生土に含まれるアルカリ成分は，全て水酸化カル

シウム由来（𝑣௕ ൌ 2）とする。 

(2) 中和剤および水酸化カルシウムの電離度は 1 とし，酸

および塩基はすべて電離するものとする。 

(3) 中和剤を添加した建設発生土内で生じる中和反応は水

溶液内と同様に全方位で中和反応が起こるものとする。 

建設発生土に含まれる塩基の物質量については，建設発生

土の pH から推定する。pH から塩基の物質量を推定する背

景として，現時点では建設発生土に対して容易に塩基の物

質量自体を測定する機器は開発されておらず，現場におい

ても比較的測定が容易な pH を採用した。 

建設発生土に含まれる塩基の物質量を pH から算出する際，

地盤工学会規定の pH 測定法に基づき，建設発生土の炉乾

燥質量に対する水の質量比が 5 になるよう加水し，その水

溶液内での塩基の物質量を導出する。まず，塩基のモル濃

度を式(2)から算出する。 

ሾ𝑂𝐻ିሿ ൌ 10ሺ௣ுିଵସሻ      (2) 

ここで，ሾ𝑂𝐻ିሿは塩基のモル濃度 (mol/L)，および𝑝𝐻は建

設発生土の pH である。続いて，水溶液の体積を式(3)から

算出する。 

𝑉௔௤ ൌ
ହ௠ೞሺଵି

ೢ
భబబ

ሻ

ఘೢ
      (3) 

表-1 2018 年度における建設副産物実態調査結果 1) 

 



ここで，𝑉௔௤は水溶液の体積 (L)，𝑚௦は建設発生土の湿潤質

量 (g)，𝑤は建設発生土の含水比 (%)，𝜌௪は水の密度 (= 998 

g/L)である。式(2)および式(3)より，塩基の物質量は式(4)か

ら算出される。 

𝑛௕ ൌ ሾ𝑂𝐻ିሿ ൈ 𝑉௔௤ ൌ 10ሺ௣ுିଵସሻ ൈ
ହ௠ೞሺଵି

ೢ
భబబ

ሻ

ఘೢ
   (4) 

そして，式(1)および式(4)より，中和に必要な中和剤添加量

の理論式を式(5)とする。 

𝑚௔ ൌ 𝑀௔ ൈ 𝑛௔ ൌ
ெೌ௩್
௩ೌ

ൈ 10ሺ௣ுିଵସሻ ൈ
ହ௠ೞሺଵି

ೢ
భబబ

ሻ

ఘೢ
    (5) 

ここで，𝑚௔は中和に必要な中和剤添加量 (g)，および𝑀௔は

酸のモル質量 (g/mol)である。 

 

3. 中和剤添加による中和滴定試験と理論式の比較 

3.1 中和滴定試験 

本研究で導出した中和剤添加量の理論式を評価するた

め，建設発生土を用いた中和滴定試験を実施した。本試験

で用いる中和剤としては，市販で購入でき，取り扱いが容

易である，クエン酸を採用した。建設発生土 200 g に対し

て手練りで中和剤を混ぜる試験と，建設発生土 20 kg に対

して中和剤を攪拌機により混ぜる試験を実施した。本試験

で用いた建設発生土の物性値を表-2 に示し，中和剤の化学

的性質を表-3 に示す。 

3.2 中和滴定試験結果と理論式の比較 

建設発生土に対する中和剤を用いた中和滴定試験結果

を図-1 に示す。まず，試験結果について，中和剤の添加に

応じて pH は理論上，指数関数的に変化するが，本試験で

は線形的に変化することが確認された。このような変化が

生じた原因として，土には pH の変化を和らげる pH 緩衝

能 2)があり，土中の溶存種，鉱物，有機物，微生物等が反

応を阻害し，本試験においても pH の下降が遅延されたと

考える。また，機械練り試験では，中和に必要な中和剤の

量が手練り試験よりも少ない結果となった。この要因とし

ては，手練りでは中和剤が建設発生土全体に行き届かず，

中和反応が妨げられたことが考えられる。このことから，

攪拌過程は中和剤の添加量に大きく影響を与えるため，中

和に必要となる中和剤を削減するためには，中和剤が全体

に行き届くよう攪拌することが必要であると考えられる。 

中和時（pH = 7）における理論値と試験結果の比較とし

て，理論値と手練り試験結果は 27.5 倍，手練り試験結果と

は 15.8 倍の乖離が生じた。このような乖離が生じた要因

としては，理論式では土中の pH 緩衝作用を考慮できてい

ない点，アルカリの原因物質である水酸化カルシウムは僅

かしか間隙水に溶出しないため，土中で生じる中和反応は

水溶液内での中和反応と異なる点が大きく影響している

と考えられる。本理論式において以上の要因を考慮し，理

論式の再構築および得られた理論値に安全率を掛ける等

の補正が必要であると考える。 

 

4. おわりに 

建設発生土リサイクルのためのマネジメントシステム

を確立するため，適切な中和剤添加量の理論式の構築およ

び整合性の検証を行った。本研究では，中和滴定理論およ

び建設発生土の pH から理論式を導出し，実試験結果と比

較することで整合性を検討した。 

本研究の成果を以下に示す。 

(1) 試験結果と乖離があったものの，中和滴定理論および建

設発生土の pH から，中和に必要な中和剤添加量を理論

的に求めることに成功した。乖離の要因として，土中の

pH 緩衝作用を考慮できていない点，土中で生じる中和

反応は水溶液内での中和反応と異なる点が考えられる。

以上の要因を考慮し，理論式の再構築および得られた理

論値に安全率を掛ける等の補正が必要である。 

(2) 試験結果から土中のpH緩衝作用を確認された。加えて，

攪拌方法の違いにより中和に必要な中和剤添加量が異

なることが確認された。中和剤が建設発生土全体に行き

届かず，中和反応が妨げられたと考えられ，中和に必要

となる中和剤を削減するためには，攪拌過程が重要であ

ると考えられる。 

本研究の課題として，導出した理論式では実現象との乖

離が大きいため，土中の pH 緩衝作用等を考慮した理論式

を導出する必要がある。そのため理論式の改良と平行して，

試験を積み重ねることで整合性の高いデータを取得し，乖

離を少なくする必要がある。加えて，土特異の現象である

pH のリバウンド現象に関しても考慮する必要がある。 
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表-2 建設発生土の物性値 
 建設発生土 

湿潤質量 𝑚௦ (g) 200 / 20,000 
含水比 𝑤 (%) 34.5 

𝑝𝐻 11.76 
 

表-3 中和剤の化学的性質 
 クエン酸 

価数 𝑣௔ 3 
モル質量 𝑀௔ (g/mol) 192.12 

𝑝𝐻 2.78 
 

 
図-1 中和滴定試験結果および理論値 
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